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セーフティネットとしての計画停電 

 

計画停電は不実施が原則だが、関西電力、九州電力、北海道電力及び四国電

力管内においては、今後、万が一実施せざるを得ない場合に備え、以下の方針

に沿って準備を進めておく。 

 

１．計画停電の運用 

（１）停電時間 

１回の停電時間を２時間程度にする。１日複数回の計画停電をできる限り避

けるよう努める。 

（注）一定期間同じ時間帯に停電する「時間固定停電制」を希望する意見も

あったが、連日同じ時間帯に停電することの不便さを指摘する意見も多か

ったため、「日替り停電制」（停電時間帯が毎日順番に変わる）を原則とす

る。 

 

（２）事前の公表 

計画停電のグループ（区域割り）やスケジュールは事前に公表する。 

 

（３）医療機関等に係る特例 

①夏の高温下における停電の影響を緩和するため、医療機関等について、緊

急かつ直接的に人命に関わることを考慮し、変電所の運用改善等によって停

電による影響をできる限り緩和していく。また、在宅で人工呼吸器等の医療

機器を使用する患者への対策の徹底、熱中症対策の周知徹底等に取り組む。

（注） 

②国の安全保障上極めて重要な施設、国や経済社会の基幹的機能を有する施設

（鉄道・航空、金融システム等、停電が生じた場合に広い範囲にわたって甚

大な影響を及ぼしかねない施設）についても、変電所の運用改善等によって

停電による影響をできる限り緩和していく。 

③専用線、専用線類似の特高需要家は、技術的に可能な範囲で、大幅なピーク



カット等を条件に、一定程度の連続操業が可能な形での計画停電等を実施す

る。 

 

（注）万が一計画停電を実施せざるを得ない場合に備え、在宅で人工呼吸器等

の医療機器を使用する患者への対策の徹底、熱中症対策の周知徹底等の

対応を日常から進めておく。 

 

２．計画停電を実施する際の手順 

①計画停電のグループ（区域割り）やスケジュールは事前に公表しておく。 

 

②実際に電力需給が逼迫し、政府の「需給ひっ迫警報」発令等による緊急の

節電要請等によっても計画停電が回避できないと判断された場合、実施の前

日の夕刻に、予定する計画停電の時間と対象となる需要家グループを明示し

て、計画停電の実施予定をアナウンスする。加えて、直近の需給状況を踏ま

え、実施の２時間程度前までに電力会社から計画停電の実施をアナウンスす

る。 

 

３．その他 

 各電力会社によって、予備率の違いや技術的な理由等により、一部運用が異

なる場合がある。 

 


